
地区内経済指標

（平成8年4月　創刊）

(平成29年12月)

第２５９回　特別号

～企業支援連携における企業ニーズ調査～

　当金庫は、柏崎地域の小規模事業者を中心とした企業の継続と発展
を目指して、経営諸課題の解決や事業展開、ビジネスチャンス拡大に
つなげるため、平成28年6月に柏崎商工会議所と「企業支援連携・協
力に関する覚書」を締結しておりますが、この度1,336社にアンケー
ト調査を実施し企業情報の登録に同意をいただいた715社の分析結果
を公表させていただきます。



1,336 先

両者 715 ⇒１,2,3,4へ
信金のみ 30
会議所のみ 31
不同意 511
回答なし 49
課題ニーズ調査先　合計 1,336

企業支援連携における企業ニーズ調査

調査期間：H28.7～H29.9

平成29年9月末現在
柏崎信用金庫

柏崎商工会議所

小規模事業者対象企業者数

情報共有同意状況

柏崎信用金庫および柏崎商工会議所への情報共有につ

継続 548
未定 71
なし 90
回答なし 6
合計 715

1．事業継続の意欲

柏崎信用金庫および柏崎商工会議所への情報共有につ
いて同意を得た事業所が715事業所であった。

　715事業所のうち、事業継続意欲のあ
る事業所は77％の548先であった。

継続
77%

未定
10%

なし
12%

回答なし
1%

１．事業承継の意欲

既決 199
候補はいる 147
いない 209 ⇒5-1,5-3へ
考えていない 125 ⇒5-4,5-6へ
回答なし 35
合計 715

2．後継者の有無

　715事業所のうち、後継者の有無を聞
いたものだが、いないと考えていないと
回答した事業所が334事業所で全体の
46％を占めている。

既決
28%

候補はいる

いない
29%

考えていない
17%

回答なし
5%

２．後継者の有無

親族内承継 314
親族外承継(従業員) 73
親族外承継(当該企業に関係する人物・企業) 16
親族外承継(第三者、M&A) 26
悩んでいる 2
回答なし 284
合計 715

　715事業所のうち、後継者の種類につ
いて聞いたものだが、親族以外では従
業員への承継が10％の73先、また第三
者、Ｍ＆Ａが4％の26先であった。

3．後継者の種類

候補はいる
21%

29%

親族内承継
44%

親族外承継(従業

親族外承継(第三者、
M&A)
4%

悩んでいる
0%

回答なし
40%

３．後継者の種類

員)
10%

親族外承継(当該企業に

関係する人物・企業)
2%



高い 177
やや高い 194
低い 127
関心なし 140
無回答 77
合計 715

　715先の後継者の育成・決定について
関心があるか調査したもので、高い・や
や高いは52％の371先であり、関心の高
さが窺える。

4．後継者の育成決定についての関心度

高い

25%

やや高い

関心なし

19%

無回答

11%

４．後継者の育成決定についての関心度

5「後継者いない」「後継者考えていない」の内訳
※事業継続の意思にかかわらず、「後継者なし」「後継者考えていない」の調査をしたもの

5-1．「後継者いない」経営者の年代
経営者の年代
40歳未満 4
40歳代 23
50歳代 47
60歳代 74 ⇒5-2へ
70歳代 34 ⇒5-2へ
80歳以上 13 ⇒5-2へ
未回答 14
合計 209 ⇒5-3へ

「後継者いない」の内訳で、50歳代及び
60歳代が半分以上を占め、70歳代を加
えると3/4の割合となる。

27%低い

18%

40歳
未満
2%

40歳代
11%

50歳代
23%

60歳代

70歳代
16%

80歳以上
6%

未回答
7%

５－１．「後継者いない」経営者の年代

5-2．近い将来事業承継問題に直面する60歳以上の事業継続意欲の有無
有り 55
無し 47
未定 19
合計 121

60歳以上の経営者の内、概ね半数が事
業継続意欲のある事業所であり、何か
しらの支援をする必要が認められる事
業所である。

35%

有り
45%

無し
39%

未定
16%

５－２．60歳以上の事業継続意欲の有無

卸小売業 66
建設業 33
宿泊・飲食業 32
製造業 30
生活関連業 18
その他 30
合計 209

5-3「後継者いない」事業所の業種

業種の内訳は、卸小売業が全体の1/3
を占め、事業が継続できなくなると、店
舗の閉店となり、街の活気が失われる
可能性がある。

39%

卸小売業
32%

建設業
16%

製造業
14%

生活関連業
9%

その他
14%

５－３．「後継者いない」事業所の業種

16%
宿泊・飲食業

15%



5-4．「後継者考えていない」経営者の年代
経営者の年代
40歳未満 27
40歳代 66
50歳代 18 ⇒5-5へ
60歳代 5 ⇒5-5へ
70歳代 2 ⇒5-5へ
未回答 7
合計 125 ⇒5-6へ

「後継者考えていない」の内訳で40歳代
以下の年齢層が全体の3/4を占めてい
る。60歳代以上で考えていない割合は
低く、全体に事業承継に対して意識が高
い事が窺える

40歳未満
22%

50歳代
14%

60歳代
4%

70歳代
2%

未回答
5%

５－４．「後継者考えていない」経営者の年代

5-5．将来事業承継問題に直面する50歳以上の事業継続意欲の有無
有り 21
無し 0
未定 4
合計 25

い事が窺える。

50歳以上の経営者の内、概ね8割が事
業継続意欲のある事業所であり、何か
しらの支援をする必要が認められる事
業所である。

40歳代
53%

無し
0%

未定
16%

５－５．50歳以上の事業継続意欲の有無

建設業 37
卸小売業 23
製造業 23
生活関連業 16
サービス業 8
その他 18
合計 125

5-6．「後継者考えていない」事業所の業種

業種の内訳は建設業を筆頭に均等に
なっている。対象事業所の経営者の年
齢は若く、事業承継済みの事業所が多
いものと思われる。

有り
84%

建設業
30%

生活関連業
13%

サービス業
7%

その他
14%

５－６．「後継者考えていない」事業所の業種

卸小売業
18%製造業

18%



各経営領域ごとの経営課題の関心度は下記の通り
小規模事業者対象企業者数　　　　1,336先       信金・会議所両者情報登録同意数　　　　715先
調査期間：H28.7～H29.9

【関心度を3（高い）～0（なし）で表す】

① 販売・需要
関心度3 関心度2 関心度1 関心度0 無回答

新規販路開拓 243 223 119 63 67
営業力・販売力の強化 250 216 138 47 64
新商品・新サービスの企画・開発 144 214 181 95 81
商品・サービスの高付加価値化（ブランド化） 145 204 168 115 83
インターネット活用の販路開拓 103 158 210 164 80
海外展開 11 36 92 485 91

各種経営課題についての関心度

0% 20% 40% 60% 80% 100%

新規販路開拓

営業力・販売力の強化

新商品・新サービスの企画・開発

商品・サービスの高付加価値化（ブランド化）

インターネット活用の販路開拓

関心度3

関心度2

関心度1

関心度0

無回答

②技術
関心度3 関心度2 関心度1 関心度0 無回答

設備更新 116 206 201 108 84
設備増強 101 177 218 132 87
設備廃棄 26 95 259 235 100

インタ ネット活用の販路開拓

海外展開

0% 20% 40% 60% 80% 100%

設備更新

設備増強

設備廃棄

関心度3

関心度2

関心度1

関心度0

無回答



③人材・経営
関心度3 関心度2 関心度1 関心度0 無回答

人材の確保・育成 246 181 116 102 70
後継者の育成・決定 177 194 127 140 77
第2創業、新規事業展開 61 108 229 225 92
他企業との連携強化 85 184 203 159 84
コスト削減・人員整理、業務効率化 112 234 158 127 84
知的財産権の取得・管理 42 116 236 227 94
ＩＴの活用 71 164 189 180 111
災害時等のリスクに対するＢＣＰ 46 161 257 157 94
環境、省エネルギー化 86 179 224 134 92

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人材の確保・育成

後継者の育成・決定

第2創業、新規事業展開

他企業との連携強化

コスト削減・人員整理、業務効率化

知的財産権の取得・管理

ＩＴの活用

災害時等のリスクに対するＢＣＰ

関心度3

関心度2

関心度1

関心度0

無回答

④資金調達
関心度3 関心度2 関心度1 関心度0 無回答

日々の運転資金の確保 168 231 162 82 72
設備投資資金の確保 110 199 219 113 74
新事業への投資資金の確保 45 124 260 205 81
資金調達手法の多様化 52 192 245 141 85
危機対応に備えた内部留保 107 252 175 96 85

災害時等のリスクに対する

環境、省エネルギー化

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日々の運転資金の確保

設備投資資金の確保

新事業への投資資金の確保

資金調達手法の多様化

危機対応に備えた内部留保

関心度3

関心度2

関心度1

関心度0

無回答


